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１．概要

2017年12月13日に受領した指導文書『安全確保設備等の近傍での現場作業時の
リスク抽出及び対応の検討について』に対し，次頁以降に検討結果を報告する。

（指導内容） ※一部抜粋

実施計画に基づく予防処置の取組みが適切に機能しているか再点検するとと
もに，安全確保設備等の停止等を引き起こす可能性のある現場作業時のリス
クを予め抽出し，運転管理及び作業管理の両面から対策を講じることで，運
転管理上のリスクの顕在化を防ぐため，下記のとおり対応を求める。

• 予防処置の取り組みに関する再点検結果

• 安全確保設備等の近傍において計画している現場作業を対象として，
安全確保設備等の停止等を引き起こす可能性のあるリスクを抽出し，
その対応についての検討結果

上記について，平成30年1月31日までに報告すること。
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予防処置の取り組みに関する再点検結果
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２．不適合の分析

今年度（2017年12月末時点）の不適合発生状況は以下

品質に係る不適合は全270件中78件（ＧⅠ/ＧⅡは36件）

高グレード（ＧⅠ/ＧⅡ）の品質に係る不適合36件のうち，現場作業に
伴い設備に影響があったものは10件

品質不適合は再発不適合の割合が高い（全48件中22件）
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【参考】設備に影響のあった高グレード（ＧⅠ/ＧⅡ）品質不適合

件名 発生日 グレード 要因

2号機 PCVガス管理設備粒子除去フィルタドレンラインの損傷 5月19日 GⅡ リスク抽出不足

6号機FPCポンプ（B）誤停止について 6月5日 GⅡ リスク抽出不足

バックホウ移動中における通信光ケーブル損傷について 6月22日 ＧⅡ リスク抽出不足

キャスク仮保管設備 主幹電源誤操作による警報発生について 6月26日 ＧⅡ 操作ミス

サブドレンピットNo.51水位低下事象におけるＬＣＯ事象 8月2日 ＧⅠ
リスク抽出不足
関係者とのコミュニ
ケーション不足

汚染水処理設備（SARRY）起動不可 9月12日 ＧⅡ 手順書不備

共用プール設備（Ａ）系計装品点検中におけるスキマサージタンク水位
「高/低」警報等の発生について

10月18日 ＧⅡ リスク抽出不足

非常用窒素ガス分離装置の試運転時における弁の誤操作について 11月8日 ＧⅡ
関係者コミュニケー
ション不足

2号機ＰＣＶガス管理システム監視機能喪失の件 11月20日 ＧⅠ
リスク抽出不足
関係者コミュニケー
ション不足

3号機使用済燃料プール循環冷却設備一次系ポンプトリップ事象につい
て

11月27日 ＧⅠ リスク抽出不足
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高グレード※の品質不適合のうち現場作業に伴い設備に影響があったものについ
ては，「リスクの抽出」や「関係者のコミュニケーション」の弱さに起因するも
のが多くみられる。
今後，設備に影響のある品質不適合を防止するためには，これら弱さについての
改善が必要。

２．不適合の分析

事前のリスク評価が不十分

関係者間のコミュニケーション
が不十分

リスク抽出方法の改善

リスクに対して関係者間で確
実に評価・実施できるよう見
直し

当直長の作業許可に必要な判
断材料を提供

【問題点】 【対策】

※高グレード：GⅠ，GⅡ
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現場確認

安全事前評価

事前検討会（社内）

事前検討会（受注者）
PTW受付・審査

作業許可

【工事実施箇所】

【当直】

作業計画 ・施工要領書確認

・当社と受注者で現場確認

・施工要領書や現場確認結果
に基づき審議

・設備保全側と設備管理側で審議
・重要設備の運転に影響を与
える作業の安全対策を確認

・作業中の監視体制を確認

・施工要領書で作業内容確認
・人身安全，設備安全等の注
意事項を確認

図書管理

物理的防護

狭隘部訓練

３．作業に伴う設備安全確保のための業務プロセス（問題点）

【インフラ】

OE情報

「リスク抽出不足」「関係者間のコミュニケーション不足」の観点で，現状の設備安全確
保のための業務プロセス上に問題点を落とし込む

⑤訓練未受講の作業
員が作業実施

⑧図書が一部未整備
改訂管理が不十分

①各設備における機能喪
失リスク箇所が明確にな
っていない

④過去のHE事象に
鑑みた水平展開範囲
が不十分

②重要設備に直接
関わらない作業は
検討対象とならな
いルールになって
いる

③リスクが確実に抽
出されないと作業員
に具体的な注意喚起
ができない

現場安全総点検作業

工程調整会議

・現場危険箇所確認
・リスク対策実施状況確認

・各Gr重要設備の作業工程
を調整（週１回）

・その日の体制，作業内容，
リスクを確認（毎日）

TBM-KY
⑦作業管理に関わる設
備保全側と設備管理側
との責任が不明確

作業完了

作業環境・装備

不適合管理

⑥系統単位での各日の予定さ
れている作業相互の影響によ
る系統機能へのリスクが評価
されていない
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事前に確実にリスクが抽出され，その結果に基づく作業上のリスク評価結果及び
系統運転状態に応じた作業影響のリスク評価結果をもって，作業許可を行う当直
長が責任をもって作業実施可否判断ができる仕組みへ見直す

［リスク抽出段階］

・社会的影響に関わる設備※のリスク箇所を明確にしたリスクマップを作成、現
場事前点検にて具体的な作業手順や作業員動線を含む作業エリアのリスクを抽
出

［リスク評価段階］（安全事前評価，工程リスク会議）

・抽出されたリスクに基づき安全事前評価を実施

・系統毎の工程リスク会議を新設し、各日の予定されている作業を並べ作業相
互の影響による系統機能へのリスクを審議

［作業許可段階］

・安全事前評価，工程リスク会議の審議結果を踏まえて当直長が作業許可

また，社会的影響に関わる設備のリスク箇所に対し，物理的対策・注意喚起表
示を行う

４．設備安全確保の業務プロセスの見直し

※冷却設備，水処理設備，放射線計測設備，電源設備（外部，所内電源）
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現場確認

安全事前評価
（安全事前評価と事前検
討会（社内）の一本化）

事前検討会（受注者）

PTW受付・審査

【工事実施箇所】

【当直】

作業計画

図書管理

物理的防護

狭隘部訓練

５．作業に伴う設備安全確保のための業務プロセス（改善策）

【インフラ】

OE情報

訓練受講履歴を確
認できる仕組みを
作る

図書の改訂管理を
徹底

リスク箇所を明確にし
たリスクマップを作成
し、抽出されたリスク
を安全事前評価で設備
安全が確保されている
ことを審議する

社会的影響を与え
る設備の物理的防
護対策実施

全作業について社
会的影響リスクに
ついて検討するよ
うルール見直し

系統毎の各日の予定されて
いる作業を並べて作業相互
の影響による系統機能への
リスクを審議

作業許可
安全事前評価，工程
リスク会議の審議結
果を踏まえて当直長
が作業許可

作業

TBM-KY

作業完了
現場安全総点検

工程調整会議

評価・検討された
リスク箇所を確実
に周知

工程リスク会議

（新設）

作業環境・装備

不適合管理

今後、人身災害を含めた不適合防止の観点で、作業開始から完了に至るすべての段階において
作業環境を踏まえ、より安全側の処置がされるべく業務プロセスを改善する

リスク抽出や評価
の一助とするため
に、福島第一原子
力発電所での過去
の不適合から得ら
れた知見を教育で
きるよう、不適合
情報を整理する
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※1２号機原子炉格納容器ガス管理設備の運転上の制限逸脱事象（11月20日 発生），

3号機使用済燃料プール循環冷却設備一次系ポンプ停止事象（11月27日 発生）
要因 対策 実施内容・時期

【設備面】

重要設備停止に至る要因を網羅的に抽出した結果について、物理的
防護を実施
※注意喚起表示については実施済

物理的防護の実施 2018.3

物理的防護、注意喚起表示を社会的影響（通報対象）リスクを有す
る設備へ展開

設備停止に至る要因抽出 2018.3

注意喚起表示の取付 2018.3

物理的防護の実施 2019.3

【管理面】

各設備について社会的影響（通報対象）リスクがある箇所を系統図
及び配置図に落とし込んだリスクマップを作成

リスクマップの作成 2018.3

社会的影響（通報対象）リスクがある場合は、安全事前評価をBラ
ンク※2として実施、受注者が実施する事前検討会においてもリスク
マップ等を用いて、リスクを具体的に説明

安全事前評価ガイド改訂 2018.2

構内作業に従事するものは、狭隘部訓練受講を必須とする。
受講期限を明確に提示し、重要設備の作業から訓練実施。また、順
次社会的影響（通報対象）リスクを有する設備の作業に展開

企業への周知 2018.2

重要系統について、系統毎の各日の予定されている作業を並べて作
業相互の影響による系統機能へのリスクを審議

工程リスク会議の追加 2018.3

作業管理ガイド改訂を行い、所内周知及び運用開始
・作業判断フロー見直し（重要設備近傍作業の追加）
・チェックシートによる狭隘部訓練の実績確認 など

作業管理ガイド改訂 2018.2

※2 安全事前評価を実施するのに際し、ガイドで定めている工事ランクのうち、３Ｈ（初めて・変化・久しぶり）作業、
および工事主管GMが作業安全及び設備安全上重要な工事と判断するもの
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有効性レビュー
（重要度の高い不適合）

是正処置計画/実施
応急処置・
不適合処置

不適合発生・発見

監視及び測定とデータ分析
（四半期ごと）

○有効性レビューについて

• 高グレード不適合については、対策の評価 などを確認する有効性レビューを是正処置
の完了から6ヶ月後を目途、或いは、処置の効果を確認するために適切な時期に実施

• 2016年12月に発生した2件のHE事象では有効性レビュー未実施
（是正完了時期：2018年6月）

⇒ 今般、有効性レビューの実施前に類似不適合が発生したことを踏まえ、複数の対策を
実施する場合には、対策ごとの有効性レビューを適切な時期に設定し、速やかに改善
のサイクルを回す（2018年2月までに運用開始）

○不適合管理プロセス

発電所において発生した不適合は、その重要度に応じ不適合処置・是正処置等を実施
することにより、原子力安全及び設備・業務の信頼性を確保

7．不適合管理プロセスと再発不適合低減へ向けた取り組み（1/2）

現状は、頻度を上げて、毎月末のパ
フォーマンスレビュー会議にて議論
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○不適合低減の取組み

今年度発生したヒューマンエラー不適合の約3割が過去の類似事象の再発であり、その
原因は是正処置の立案の際の検討不足

⇒ 再発不適合低減の取組みを強化中

・不適合が再発と判定した場合、その再発要因※を深掘り、是正処置計画を立案

※「原因の深掘り不足」「水平展開不足」「対策実行不足」

・上記の再発不適合か否かの判定、及び再発要因を踏まえた是正処置計画について、
発電所長以下の発電所幹部の出席する場にて審議（2017年7月～）

上記の取組みにより、更なる再発不適合を防止するだけでなく、過去に類似事象のな
い不適合に対しても再発させないための効果的な対策の立案につなげる

7．不適合管理プロセスと再発不適合低減へ向けた取り組み（2/2）
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○事象概要

2017年11月20日，２号機原子炉格納容器ガス管理設備（PCVガス管理設備）におい
て，希ガス放射線モニタBの出口弁が「全閉」したことに伴い，短半減期核種の放射能濃
度が監視できない状態となり運転上の制限（第24条 未臨界監視）を逸脱

状況確認及び聞き取り調査の結果から，当該弁が「全閉」になったことに対する明確
な原因の特定には至らなかったが，当時の状況から誤接触による可能性が高いと推定

本来回収されているべき過去の作業タグが取り付けられていたことから誤操作について
も完全には否定できない

【参考】
2号機原子炉格納容器ガス管理設備の運転上の制限逸脱事象（１／２）

問題点 直接要因 背後要因

物理的防護対策が
不十分【設備面】

当該弁に対し物理的防護が為されていな
かった

不適合の直接的な事象のみを想定していたため，通常運転
（A/B並列運転）において系統機能が満足できる機器を対
象から除いた

設備安全に対する
リスク抽出が不十
分【管理面】

ケーブル布設作業が機能喪失に至る作業と
は思わなかった

社会的影響に係わるリスク箇所が明確になっていなかった

教育訓練実績を確認する仕組みがなく、狭隘部訓練が必須
であると考えてなかった

片系停止作業に対
するリスク感度が
不足【管理面】

Ａ系停止時にＢ系運転中の設備近傍で影響
を与えるような作業を行った

工事実施箇所は系統状態や日々の作業に応じたリスク評価
ができていなかった

タグに関する運用
管理の不備【管理
面】

保全箇所が実施するセルフ操作タグの回収
に関するルールが徹底されていなかった

・工事監理員はタグの回収ルールを理解していなかった
・タグ回収不可の場合のルール，責任が不明確であった

巡視において、未回収タグが発見できな
かった

設備管理箇所は設備の管理状態と現場状態が整合している
という観点で巡視ができていなかった

○問題点
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○対策

問題点 対策 実施内容・時期

物理的防護対策が
不十分【設備面】

全ての設備の各機器を対象に設備状態に関わらず機能喪失リスク
を評価し，社会的影響を与える設備は物理的防護対策等の実施

各機器の機能喪失
リスク評価

2018.3

物理的防護・
注意喚起表示の実施

2019.3

設備安全に対する
リスク抽出が不十
分【管理面】

社会的影響に係わる設備のリスク箇所を明確にしたリスクマップ
を作成し，リスクマップを用いて具体的な作業手順，作業員動線
をもとに確認する。また、抽出されたリスクを安全事前評価で設
備安全が確保されていることを審議する。

リスクマップの作成 2018.3

運用開始 2018.3

片系停止作業に対
するリスク感度が
不足【管理面】

系統毎に日々の作業を並べて作業相互の影響によるリスクを評価
する工程リスク会議を新設し，設備管理箇所を含めて作業可否を
判断する

運用開始 2018.3

協力企業との関わ
り【管理面】

狭隘部訓練は、構内作業に従事する作業員は必須とし、企業に再
度周知する

運用開始 2018.3

作業員の訓練実績を確認するように、作業着手前チェックシート
の見直しを実施する

作業着手前チェック
シートの見直し

2018.2

タグに関する運用
管理の不備【管理
面】

工事監理員及び当直員に「タグ運用」の研修の実施 「タグ運用」の教育 2018.3

タグが汚染等により、回収できない場合は、控えタグに消込等の
識別をおこない控えタグを設備管理箇所に返却するルールにする

運用開始 2018.3

設備管理箇所は設備の管理状態と現場状態の定期的な整合確認の
実施

運用開始 2018.3

【参考】
2号機原子炉格納容器ガス管理設備の運転上の制限逸脱事象（２／２）
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○事象概要
2017年11月27日、運転中の３号機使用済燃料プール（SFP）において系統
隔離弁の「閉」信号によりSFP循環冷却設備一次系ポンプ(B)が停止し、冷
却が中断

系統隔離弁の「閉」信号が発信された原因は、当該弁近傍での塗装作業中に
、作業員が「閉」位置検出スイッチ(以下、リミットスイッチ)に接触したこ
とによるものと推定

【参考】
3号機使用済燃料プール循環冷却設備一次系ポンプ停止事象（１／２）

直接要因 背後要因

物理的防護対策が
不十分
【設備面】

当該リミットスイッチに対し物理
的防護が為されていなかった

バウンダリ保護および操作スイッチ誤接触
の観点で対策を実施したため、対策範囲が
限定的であった

設備安全に対する
事前点検が不十分
【管理面】

当該塗装作業を重要設備近傍作業
として管理強化する作業対象とし
ていなかった

重要設近傍作業でも管理強化対象外と判断
できるルールになっていた

社会的影響に係わるリスク箇所が明確なっ
ていなかった

教育訓練実績を確認する仕組みがなく、狭
隘部訓練が必須であると考えてなかった

○問題点

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社
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○対策

問題点 対策 実施時期

物理的防護対策が
不十分【設備面】

全ての設備の各機器を対象に設備状態に関わらず機能喪失リスク
を評価し，社会的影響を与える設備は物理的防護対策等の実施

各機器の機能喪失
リスク評価

2018.3

物理的防護・注意
喚起表示の実施

2019.3

設備安全に対するリ
スク抽出が不十分
【管理面】

全ての設備に対して社会的影響に係わる設備のリスク箇所を明確
にしたリスクマップを作成し，系統全体を網羅的にリスクを抽出

リスクマップの
作成

2018.3

運用開始 2018.3

全作業について社会的影響リスクについて検討を実施するように
作業管理の判断フロー及び実施事項を見直す 運用開始 2018.2

協力企業との関わり
【管理面】

作業エリアに社会的影響に係わる設備のリスク箇所がある場合、
当社監理員は受注者が実施する事前検討会で注意箇所を図面・写
真を用いて具体的に説明し、周知徹底する

運用開始 2018.2

狭隘部訓練は、構内作業に従事する場合は必須とし、企業に再度
周知する 運用開始 2018.2

作業員の訓練実績を確認するように、作業着手前チェックシート
の見直しを実施する

作業着手前チェッ
クシートの見直し

2018.2

【参考】
3号機使用済燃料プール循環冷却設備一次系ポンプ停止事象（２／２）
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【参考】リスクマップイメージ

配管計装線図を元にリスクを抽出しエリアマップに落とし込む

図２：リスクマップイメージ

図１：配管計装線図（リスク箇所の洗い出し）

配管計装線図にて洗い出されたリスク箇所を
エリアマップに落とし込む
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【参考】

ヒューマンエラーによる重要な安全確保設備の停止事象
（２件）の再発防止対策（水平展開）

２・３号機使用済燃料代替冷却設備停止事象（2016年12月4日発生）

３号機復水貯蔵タンク原子炉注水ポンプの停止事象
（2016年12月5日発生）
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止める

冷やす

閉じ込
める

環境
影響

＜選定フロー＞

原子力安全の
考え方 期待する機能 該当設備・系統

止める 未臨界維持・管理
ほう酸水注入設備
原子炉格納容器ガス管理設備

冷やす デブリ燃料及び使用済燃料
の冷却維持

原子炉注水設備
使用済燃料プール冷却系

閉じ込める 格納容器での放射性物質の
封じ込め・放出管理

原子炉格納容器ガス管理設備
窒素ガス分離装置

●水平展開にあたっては、原子力安全確保の考え方である
「止める、冷やす、閉じ込める」の機能に該当する重要設備
（下表太枠）及び重要設備に電源を供給する設備を優先し
て実施する

●機能低下により、発電所敷地外へ環境影響を及ぼす、また
は監視機能に影響を及ぼす設備について対策を実施する

放射性物質
の状態

期待する機能 該当設備・系統

液体
汚染水を漏らさない・
汚染源に水を近づけない

汚染水処理設備、貯留設備
サブドレン・地下水バイパス排水
前タンク、陸側遮水壁冷凍機回り、
排水路放射線モニタ

気体(ダスト)
敷地外放出監視機能の維
持

モニタリングポスト
ダスト放射線モニタ

対象外

対象設備
(優先して対策)

選定

否

否

否

否 対象設備

選定

選定

選定

【参考】重要設備への水平展開方針
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対策

設
備
に
対
す
る
水
平
展
開

ａ．物理的防護策
意図しない操作により重要設備が機能喪失しないよう、現場の操作スイッチ、弁、計器類に
対して物理的防護策を検討・実施する
（重要設備、重要設備に電源を供給する設備、重要設備以外の対象設備に展開）

ｂ．識別・注意喚起表示
重要設備の制御盤にある操作スイッチ、プッシュボタン等に重要設備の識別表示や接触禁止
等の注意喚起表示を設置する
（重要設備、重要設備に電源を供給する設備、重要設備以外の対象設備に展開）

ｃ．インターロックの見直し等
人為的ミスにより重要設備が機能喪失しないよう、ポンプ起動・停止時におけるインター
ロックの見直し等、重要設備の運転を維持することを前提とした設備的対策を検討・実施す
る （重要設備に展開）
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対策

人
に
対
す
る
水
平
展
開
（
教
育
）

ａ．危険体感教育の充実
今回発生した事象をパネルに掲示して説明するとともに、現場の狭隘な環境や機器を模擬した設備を設
置し、軽微な接触により本事象のような事が起こりえることを対象者に体感させ、重要設備近傍で作業
することに対する基本動作の徹底に努める

ｂ．工事監理員研修の充実
「工事監理員研修」において、現場で実際の設備を前にした工事監理員の振る舞いに関する研修を盛り込
み、設備安全に関する基本動作の徹底に努める
また、「危険体感教育」、「振る舞いに関する研修」については、工事監理員の資格要件にする

ｃ．現場出向前ＣＢＡ及び現場危険予知活動の充実
運転員が重要設備近傍で作業する場合には、現場出向前に「接触等による重要設備への影響」を踏まえ
たＣＢＡを実施するとともに、作業前に現場ＫＹを実施し、危機意識の向上を図る
また、上記の内容を社内マニュアルに反映する

ｄ．設備安全に関する事前点検の徹底
重要設備を運転した状態で保全作業を実施する場合、作業前の現場確認にて設備保全部門が協力企業作
業員とともに「設備安全に関する点検項目」を用いた事前点検を実施し、重要設備に対する必要な作業
管理を確認することとし、その旨を社内マニュアルに反映する

ｅ．作業内容に応じた運転監視の充実
重要設備を運転した状態で保全作業を実施する場合、設備異常の早期発見が可能となる具体的な監視方
法（監視対象パラメータ、監視頻度、監視体制等）を検討する
また、上記の内容等を記載した社内マニュアルを新たに作成する

ｆ．作業班長教育の充実
現在実施している作業班長教育に、重要設備の運転中作業に伴うリスクに対する意識を向上するための
教育も合わせて実施していくと共に、作業班長による班員に対する教育・指導の強化・充実を図る
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安全確保設備等の近傍において計画している現場作業を
対象として，安全確保設備等の停止等を引き起こす可能
性のあるリスクの抽出，その対応についての検討結果
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「2号機原子炉格納容器ガス管理設備の運転上の制限逸脱事象」が発生した11
月20日以降，現場作業が実施または計画されている件名について，安全確保
設備等の停止等を引き起こさないようリスク抽出，及びそのリスクについての
対応が適切に為されていることを点検する。

・対象：重要４設備（原子炉注水設備，原子炉格納容器ガス管理設備，使用
済み燃料プール冷却設備，窒素ガス封入設備）※
※：近傍作業含む

・単位：作業許可申請書 単位

・期間：11月20日以降，作業が実施または計画されている件名

・確認：各件名について，「作業に伴う設備安全確保のための業務プロセス
」で挙げられている問題点に対して適切な対応が為され設備停止等
を引き起こす可能性のあるリスクが低減していることを確認する。

１．実施または計画している現場作業の設備安全点検方針
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２．点検結果（１／３）

点検対象

全作業許可申請書 ２７２件中、１２２件（５グループ）

Ｎｏ． 問題点（弱点） 設備安全確保の活動（例）

①
各設備における機能喪失リスク箇所が明確に
なっていない

・作業着手前にリスクマップを用いて現場確認
し，接触防止の注意喚起表示を実施
⇒漏れなくリスクを抽出するためにはリスク
マップの活用が有効

・作業着手前に重要設備に影響を与える箇所に
ついて設備関係箇所と現場確認

・現場事前点検にて具体的な作業手順や作業員
の動線を含む作業エリアのリスクを抽出

②
重要設備に直接かかわらない作業は検討対象
とならないルールとなっている

重要設備の近傍で作業をする場合も管理強化対
象として事前検討会を実施

③
リスクが確実に抽出されないと作業員に具体
的な注意喚起ができない

事前検討会の場で，リスクマップや現場写真を
用いて，注意エリアや重要設備を全作業員に対
して視覚的に注意した

点検結果
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Ｎｏ． 問題点（弱点） 設備安全確保の活動（例）

④
過去のヒューマンエラー事象からの水平展
開の対象から漏れていた（物理的防護が未
実施の重要設備がある）

・リスクマップ等で確認した重要設備で，作業干渉
があるものについては，物理的防護を実施
⇒物的防護の取付・取外しの際，誤接触させる恐
れがあるものについては，事前に設備を停止し
た

・停止可能な設備については全停し，設備停止リス
クのない状態で作業実施

⑤ 狭隘部訓練未受講の作業員が作業実施 チェックシートを作成し，作業員の受講履歴を確認

⑥
系統単位で日々の作業を網羅的に確認，及
び設備管理箇所へ情報提供する体系的なプ
ロセスがなかった

・当直との工程調整において，重要設備の停止時期
に合せて作業ができるものについては，設備を停
止して作業を実施

・重要設備改造作業の際にパラメータ監視強化をす
るとともに系統に関わる作業を禁止した

⑦ 作業管理に関わる設備保全側と設備管理側
との責任が不明確

事前に設備保全側と設備管理側で作業調整を実施

⑧ 図書の一部が未整備，改訂管理が不十分 最新図書を使用

２．点検結果（２／３）
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２．点検結果（３／３）

・現場作業において，漏れなくリスクを抽出するためには，リスクマップを
活用し確認することが有効であった。

・リスクマップや現場写真を用いて，事前検討会の場で注意エリアや重要設備を
具体的に示すことは，全作業員に視覚的に注意ができるため効果的である。

・物理的防護を実施する際は，取付・取外し時に誤接触させ，重要設備を停止
させるリスクがあることから，事前に停止を検討する必要がある。

点検における気づき事項

まとめ

作業に伴う設備安全確保のための業務プロセスで挙げられている問題点（弱点）
について点検を実施した結果，適切な対応が為され，設備安全上のリスクが低減し
ていることを確認した。
今後、設備安全確保のための業務プロセスへの改善策を反映し，的確に実施する

ことで，同様な事象が発生しないよう努めていく。


